
農商工連携、観光農
業支援策は
答弁  地元農産物の消費拡大
や地産地消を支援しています

単価引き上げは
労働者に還元を
答弁  入札時に指導していま
す 田

た も が み せ つ こ

母神節子
議員

新型インフルエンザ
行動計画の策定は
答弁  現行の行動計画の改
定等を含め研究していきます 大

お お く ぼ ゆ き お

久保幸夫

寄居町の財政状況
は
答弁  経費のあり方について
注意し、執行していきます 津

つ く い や す お

久井康雄
議員

プレミアム商品券の
発行予定は
答弁  既に商工会に実施検
討を要請しています 議員 議員
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プレミアム商品券…1万円で1万1000円分の買い物ができるなど、額面に一定金額を上乗せした
特典付き商品券。地域の経済振興や活性化のため、使用期限など一定の条件をつけて販売されます。

財政力指数…地方公共団体の財政力の強さを計る指数で、「基準財政収入額÷基準財政需要額」の過去3
年間の平均値を用います。 経常収支比率…経常経費を経常一般財源収入の総額で割ったもので、値が
低いほど弾力性があるといえます。
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 国土交通省は３月29日、公共工事に従事する
労働者・職人の労務単価を、全国平均で前年

度比15.1％引き上げると発表。これは若年建設技能
労働者の激減などに直面し、見直しを余儀なくされ
たためです。埼玉県の場合は、全職種の単価平均額
は２万1422円（1日８時間）で、前年度比18.3％
の伸びとなっています。
　町の該当工事と補正額について伺います。
 ４月以降の入札で土木工事５件、建築工事１件、
機械修繕１件が該当します。また、 請負契約金

額の約５％、120万円程度の影響額が見込まれます。
 末端労働者の賃上げになる対策をどのように考
えていますか。まず、入札時の最低制限価格に

ついて伺います。
 現在のところ、最低制限価格の設定は考えてい
ません。
 建設業退職金共済証紙の貼付と、法定福利費
の予算化について伺います。
 建設業退職金共済組合への加入を推進していま
す。法定福利費は、改定された労務単価に本

人負担分が勘案されています。

労働者賃金、どう考えているか
 公共事業は町民の税金です。そこで働く労働者
に支払われて、また町へ還元されます。予定価

格の６割・７割で受けた工事で、埼玉県の最低賃金
も支払われていなかった現実があります。どのように
考えていますか。
 工事設計額を事業者に公表し、入札に応じてい
ただいています。入札後の事業者個々の内容ま

では承知していません。

 寄居町の商業の実態及び商環境をどのようにと
らえているか伺います。
 傾向としては、商業への従業者は増加している
ものの、商店数と商品販売額は減少しています。

一方、ホンダ寄居工場の稼働・メガソーラーの竣工・
資源循環工場第２期事業・寄居ＰＡスマートインター
チェンジ開設決定など、商業にとっては期待できる
要素もあります。

  過去に行ったプレミアム商品券 の実績につい
て伺います。
 平成 10年度から13年度にわたって総額１億
2500万円を販売し、完売した実績があります。
 ホンダ寄居工場の稼働、全国育樹祭開催という
記念の年に商業振興・再生のきっかけとして、

また消費者支援の目的でプレミアム商品券の発行を
行う考えはないか伺います。
 既に町から商工会に対し、地域通貨等も含めて
実施についての検討を要請しています。

鉢形城跡の積極的な観光活用は
 寄居町の商業再生を考える上で、観光事業との
連携は大変重要です。１日限りのお祭りやイベ

ントだけでなく、一定期間多くの集客が見込めるよ
うな鉢形城跡の積極的観光活用を図るべきだと考え
ますが、見解を伺います。
 鉢形城跡の観光活用は、隣接する中心市街地の
商業振興にも結びつくと考えています。

 新型インフルエンザ等対策特別措置法で市町村
長は都道府県行動計画の策定を受けて、地域

の特性に合わせた独自の市町村行動計画の策定が
義務づけられています。また、市町村長は市町村行
動計画を策定したときは、知事に報告し、速やかに
これを議会に報告するとともに、公表しなければな
らないとされています。
　改めて、寄居町の行動計画を策定していく決意に
ついて伺います。
 行動計画については平成21年９月に策定してい
ますが、今後、県の行動計画に対応した改定等

も含め、研究していきます。

条例制定をすべきでは
 「新型インフルエンザ等対策特別措置法」の公
布に伴い、都道府県及び市町村は、条例で対

策本部に関し必要な事項を定める必要があるとして、
多くの市町では「新型インフルエンザ等対策本部条
例」を制定しています。対策本部として、事業者や
町民の方の主権を制限する措置を講ずるケースも出
てくるのではないか、法に基づいた要請・指示がで
きる根拠として、条例により設置された町の対策本
部が必要になってくるのではないかと思います。この
寄居町においても、法が制定された趣旨を考えた場
合、条例を制定すべきと考えますが、どうお考えでしょ
うか。
 新型インフルエンザ対策に必要な組織であると
考えていますので、条例化に向けて研究してい

きます。

 寄居町の財政力指数 は、平成20年度0.775、
平成 21年度 0.768、平成 22年度 0.741、平

成 23年度 0.728と下降しています。数値が高いほ
ど財源に余裕があるとされますが、毎年下降してい
る状況をどうお考えか伺います。
 景気低迷などにより、基準財政収入額が減少傾
向にあることが主な要因と認識しています。

 寄居町の財政力指数は、県内町村の中で上位で
したが、ここ数年順位が下がっています。基準

財政収入額の減少を、どうお考えなのか伺います。
 24 年度は固定資産税額の評価替えが要因で減
少。25年度以降は、ホンダ寄居工場の家屋と

償却資産が固定資産税額に影響してくると考えます。

経常収支比率上昇をどう考える
 経常収支比率 は、平成20年度82.9％、平
成 21年度 83.6％、平成 22年度 81.0％、平

成23年度85.5％と上昇しています。数値が低いほ
ど普通建設事業などに充当できる財源があり、この
財政構造が弾力性に富んでいるとされますが、状況
をどうお考えか伺います。
 経常一般財源である税収入が減少傾向にある
中、扶助費等の経常的経費の増加が要因であ

ると認識しています。
 ここ数年、財政運営上注意を要すると言われる
90％に迫っています。寄居町の財政運営につい

て伺います。
 義務的経費の中には、障害者の給付、保育所の
民間委託料等の扶助費、人件費、公債費があり、

必要最低限の支出をしています。経費のあり方につ
いては再度注意し、執行していきます。

労務単価は下がり続けていたが…「地元を元気に」支援する商工会対策の第一歩は知識のワクチンから予算決算審査は議会で
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